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鹿児島県内企業のグローバル化への取り組み
兼子　良久＊
In this paper, a questionnaire was administered to companies based in Kagoshima to grasp their 
process of getting to grips with globalization and their requirement for global human resources. 
The results indicate that globalization of management and human resources, which is currently 
only a requirement for a few companies, is more prevalent in the manufacturing industries. 
1.	 はじめに
本稿の目的は，鹿児島県内の企業を対象に，グローバル化の状況とグローバル人材へのニーズ及び，大
学教育へのニーズを明らかにすることにある。国内企業のグローバル化は，新興国市場の拡大により，そ
の魅力度や重要度が急速に大きくなってきたこと，その一方で，国内における消費性向の低下や人口の縮
小によって，国内市場規模の拡大は望めないことなどを背景として急速に進展している。また，グローバ
ル化の進展に伴い，それを担う人材（グローバル人材）の重要性が認識されるようになってきた。例えば，
経済産業省（2010）が実施した「グローバル人材育成に関するアンケート調査」によれば，海外拠点の設
置・運営に当たり直面している課題について，回答企業の約75％が「グローバル化を推進する国内人材の
確保・育成」を挙げている。
グローバル人材に対する注目度の高まりにより，それに関連する多くの調査が実施されているが，大半
は対象地域を絞らず，全国平均としての結果を示している。しかしながら，企業のグローバル化の進展状
況は一様ではない。関西社会経済研究所（2002）による「国際化の主要指標調査」によれば，ビジネスの
国際化進展度は，鹿児島は47都道府県中34位となっている。グローバル化の進展状況が異なれば，グロー
バル人材へのニーズも，またグローバル人材を育成する大学教育へのニーズも異なってくるはずだ。つま
り，企業を対象とするグローバル化に関連する調査に限って言えば，特定の地域に絞らない限り，正確な
実態は見えてこないのである。さらに言えば，グローバル化の状況やグローバル人材に対するニーズは企
業の特性によっても異なるだろう。しかしながら，先行研究や調査において，企業特性を踏まえた議論を
されることは少ない。本稿では，調査対象を鹿児島県内の企業に絞るとともに，企業特性を踏まえて，グ
ローバル化の進展状況とニーズの違いを明らかにする。
2.	 企業のグローバル化とグローバル人材
何をもってグローバル人材とするのか，現状では定まったものはなく，文献において定義の仕方は様々
である。例えば，産学連携によるグローバル人材育成推進会議（2011）による「産学官によるグローバル
　 　
キーワード　グローバル化，グローバル人材，グローバル人材教育，大学教育
　 　
＊本学経済学部・大学院経済学研究科講師
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人材育成のための戦略」では，グローバル人材とは『世界的な競争と共生が進む現代社会において，日本
人としてのアイデンティティを持ちながら，広い視野に立って培われる教養と専門性，異なる言語，文化，
価値を乗り越えて関係を構築するためのコミュニケーション能力と協調性，新しい価値を創造する能力，
次世代までも視野に入れた社会貢献の意識などを持った人間』としており，厚生労働省（2012）による「雇
用政策研究会報告書（案）」では，『急激にグローバル経済の進展する中，海外事業所勤務の場合は勿論，
国内勤務の場合であっても，海外企業等との関係は避けて通れない場合が多いことから，勤務地に関係な
く，グローバルな視点をもって仕事をして，成果を出すことのできる人材』と定義されている。いずれも，
グローバル人材には，語学力だけではなく，海外でビジネスを展開していくための基本的能力が備わって
いる必要があることを強調している点に特徴がある。リクルートマネジメントソリューションズ（2011）
が実施した「グローバル人材マネジメント実態調査」によれば，グローバル人材として活躍できなかった
社員に見られる特徴として，「異なる考え方の人と理解しあえない（61.9%）」「多様な人材を活用できない
（50.3%）」「異なる価値観との出会いを喜べない（49.2%）」となっており，語学以外の側面で問題が生じた
ことが示されている。グローバル人材をどのように定義するかは，海外とのビジネスにあたり，どのよう
な業務が必要とされるかで企業ごとに異なってくるだろう。そのため，後述するアンケート調査では，み
ずほ情報総研（2012）が実施した「大学におけるグローバル人材育成のための指標調査」に従い，グロー
バル人材を『（１）現在の業務において他の国籍の人と意思疎通を行う必要がある　（２）意思疎通を英語
で（あるいは母国語以外の言語で）行う必要がある　（３）ホワイトカラー職の常用雇用者　（１）～（３）
の要件を満たす人材』と幅広く定義した。
グローバル人材の育成教育に関しては，楽天・ユニクロの英語公用語化などがよく知られているが，企
業に人材を送り込む大学に対しても人材育成に対する期待が高まりつつある。その一方，日本人学生の内
向き志向が度々指摘されるように，日本人学生を対象とした人材教育が難しい課題となっていることも事
実である。ベントン（2012）は，日本人の若者を対象に世界との関わりについて調査した結果，グローバ
ル化の重要性を認識してはいるものの，それが海外で勉強したい・グローバルビジネスに関わりたいとの
気持ちに繋がっておらず，グローバル化の先頭に立つより，日本にとどまって日本企業で安定的に勤める
ことを希望する若者がほとんどであったことを指摘している。文部科学省が2009年に実施した「海外の大
学との大学間交流協定・海外における拠点に関する調査結果」によれば，この調査に回答した大学のうち，
学生間の交流は98.0％，単位の互換は41.4％が実施している（両角 2011）。ただし，このような手法だけ
では，海外体験が促されるとは言えず，藤野（2012）は，実践を重んじた行動主義的教育手法を採用し，
学生を「現場に放り出す」手法を採って，「留学義務化」や企業での就業体験を積ませる「インターンシッ
プ強化」など，体験型教育プログラムを積極的に採用することを推奨している。日本人学生の外向き志向
を養うため，英語による授業の他，海外インターンシップ・海外ボランティアといった体験型教育プログ
ラムを取り入れる大学も増えつつあるが，大学におけるグローバル人材教育は試行錯誤の段階にあると言
えよう。
国内企業の急速なグローバル化とグローバル人材に対するニーズの高まりを反映し，グローバル化状況
やグローバル人材に対するニーズを探る多くの調査が実施されている。表1に，過去に実施された調査の
一覧を示す。
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表1．グローバル化・グローバル人材に関わる調査
実施機関 調査タイトル
調査実施
期間
対象企業
有 効 
回答数
経済産業省
「人材の国際化」に向けた取組
に関するアンケート調査
2008年
10月～11月
全上場企業及び
海外進出未上場企業の一部
470
経済同友会
企業経営に関するアンケート調
査
2010年
2月～3月
東証１・２部上場企業 / 東証１・２
部非上場の経済同友会会員所属企業
2,602
東京都産業労働局
企業の経営及び人材のグローバ
ル化対応に関する調査
2010年
9月～10月
東京都に
本所・本社・本店がある企業
2,253
日本経済団体連合
会
産業界の求める人材像と大学教
育への期待に関するアンケート
結果
2010年
9月～11月
日本経団連会員企業，
地方別経済団体加盟企業
596
茨城県企画部
県内企業におけるグローバル人
材像と県内大学における人材育
成に関する調査研究
2011年
2月～3 月
茨城県経営者協会会員企業 218
経済産業省
人材マネジメントの国際化に関
するアンケート調査
2011年
1月～2月
日本国内の全上場企業 / 日本国内に
拠点を有する外資系企業
320
産業能率大学総合
研究所
「グローバル人材の育成と活用
に関する実態調査」
2011年
2月～3月
従業員300名以上の企業 142
リクルートマネジ
メ ン ト ソ リ ュ ー
ションズ
グローバル人材マネジメント実
態調査2011
2011年
7月～8月
従業員1000名以上の企業 189
日経 BP ビジョナ
リー経営研究所
企業のグローバル化と人材育成
に関する調査
2011年
9月
上場企業 354
経済広報センター
企業のグローバル化に対する人
材育成に関する意識調査
2011年
10月
ｅネット社会広聴会員 1,965
パソナグループ
「外国人採用」と「社内のグロー
バル化」に関するアンケート
2011年
12月
グローバル時代の戦略的人財活用セ
ミナー参加企業ほか
107
帝国データバンク
海外進出に対する企業の
意識調査
2012年
5月
― 10,467
日本在外企業協会
海外現地法人の経営のグローバ
ル化に関するアンケート調査
2012年
6月～7月
当協会会員企業のうち団体，
研究機関等の賛助会員
123
東京都産業労働局
商工部
サービス産業におけるグローバ
ル化への対応に関する実態調査
2012年
7月～8月
都内に事業所を有する従業員
30～300人の中堅・中小企業
806
日本貿易振興機構
日本企業の海外事業展開に関す
るアンケート調査
2013年
1月～3月
海外ビジネスに関心が高い日本企業 1,957
地域に対象を絞った調査は，東京都産業労働局「企業の経営及び人材のグローバル化対応に関する調
査」，東京都産業労働局商工部「サービス産業におけるグローバル化への対応に関する実態調査」，茨城県
企画部「県内企業におけるグローバル人材像と県内大学における人材育成に関する調査研究」がある。先
述のように，企業のグローバル化の進展状況は地域によって異なるため，グローバル人材へのニーズも，
また大学教育へのニーズも異なるはずだ。調査方法や調査内容が同じではないため厳密な比較は難しい
が，例えば，グローバル人材の確保方法に関して，東京都の企業を対象とした調査（企業の経営及び人材
のグローバル化対応に関する調査）では，中途採用を考えている企業が約25％であるのに対して，茨城県
の企業を対象とした調査（県内企業におけるグローバル人材像と県内大学における人材育成に関する調査
研究）では，中途採用を考えている企業は10％程度に止まっている。グローバル化の進展状況は一様では
ないため，全国的な平均では実態は見えてこない。次節では，鹿児島県内の企業を対象としたアンケート
調査の結果について解説する。
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3.	 鹿児島県内の企業に対する調査
3-1.	 調査概要
調査内容は大きく『経営のグローバル化に向けた取組状況』『求めるグローバル人材像』『グローバル人
材育成に向けた大学教育への期待』に分けることが出来る。『経営のグローバル化に向けた取組状況』に
関しては，海外貿易の状況・海外貿易の方法・拠点の設置状況・取引している / 進出を考えている国・グ
ローバル化への取り組み・グローバル化を進めるための人事戦略，『求めるグローバル人材像』に関して
は，グローバル人材の必要性・グローバル人材に求める能力や特性・業務に必要となる言語 / 英語力・グ
ローバル人材確保の手段，『グローバル人材育成に向けた大学教育への期待』に関しては，大学における
グローバル人材育成教育に対する期待度・大学在学中に体験して欲しいこと・グローバル人材の育成に向
けて重視する大学の取り組み　が主な質問内容となっている1。
調査対象は，商用企業データベースから，鹿児島県内に事業所を持つ企業2,000社を業種と従業員規模
で二段層化無作為抽出した。調査時期は平成24年12月～平成25年1月であり，調査は郵送方式で行われた。
結果，437事業所の有効回答を得た（有効回答率21.9％）。
3-2.	 調査結果
3-2-1.	 回答事業所の属性
回答を得られた437事業所の属性を，表2～表5に示す。業種は，「製造業」が28.8％で最も多く，次いで
「卸売業，小売業（23.8％）」，「建設業（14.9％）」の順番となった。従業員規模では，「30～49人」が26.3％
で最も多く，次いで「50～99人」が21.5％であり，中規模企業が中心となっている。また，86.3％が県内
に本社を持っており，地元企業が中心の構成となっている。新卒者の採用（正規雇用）については，「毎
年ではないが，随時，採用している」が33.0％で最も多く，次いで「定期的に採用している」が18.3％。
その一方で，「採用したことがない」が19.7％，「以前は採用していたが，今は採用していない」が18.3％
となっており，約4割が新卒者を採用していないと回答している。
表2．業種	 表3．従業員規模
カテゴリ 件数 構成比率 カテゴリ 件数 構成比率
製造業 126 28.8 1～4人 8 1.8
卸売業，小売業 104 23.8 5～9人 19 4.3
建設業 65 14.9 10～19人 22 5.0
運輸業，郵便業 41 9.4 20～29人 35 8.0
農林漁業 27 6.2 30～49人 115 26.3
情報通信業 10 2.3 50～99人 94 21.5
金融業，保険業 10 2.3 100～199人 58 13.3
複合サービス事業 9 2.1 200～299人 16 3.7
その他 39 8.9 300人以上 53 12.1
不明 6 1.4 不明 17 3.9
1  調査票には、その他、本学の教育に対する意見等を設問として入れているが、それらの結果については本稿では触れない。
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表4．新卒の採用	 表5．本社所在地
カテゴリ 件数 構成比率 カテゴリ 件数 構成比率
定期的に採用 80 18.3 県内本社 377 86.3
随時，採用 144 33.0 県外本社 60 13.7
本社で一括採用 34 7.8 不明 0 0.0
今は採用していない 80 18.3
その他 12 2.7
採用したことがない 86 19.7
以下では，各設問に対する調査結果について概観する。
3-2-2.	 経営のグローバル化に向けた取組状況
（1） 海外貿易の状況
海外貿易については，「現在，輸出と輸入を行っている」が7.3％，「現在，輸出のみ行っている」が9.2％，
「現在，輸入のみ行っている」が6.4％となっており，海外貿易に取り組んでいる企業は全体で約2割
（22.9％）（図1）。製造業に絞ると，海外貿易に取り組んでいるとの回答（「輸出と輸入」＋「輸出のみ」＋
「輸入のみ」）は約4割（41.2％）であった。
0 20 40 60 80 100
不明行う予定はない
現在は行っていないが，検討中現在，輸入のみ行っている
現在，輸出のみ行っている現在，輸出と輸入を行っている
非製造業
製造業
全体
％
7.3
5.2 4.9 5.2 5.2 1.078.4
12.7 19.8 8.7 12.7 46.0 0.0
9.2 6.4 7.3 69.1 0.7
図1．海外貿易の状況（単位：％）　N=437（製造業：126　非製造業：305　不明：6）
海外貿易をしている企業に対しては，貿易の方法について質問している。海外貿易の方法については，
全体では「自社独自での貿易」が42.0％，「商社を介しての貿易」が40.0％。ただし，製造業では「商社を
介しての貿易（55.8％）」，非製造業では「自社独自での貿易（59.6％）」が最も多くなっており，業種によっ
て貿易の形態は大きく異なっている（表6）。
表6．海外貿易の方法（単位：％）　N=100（製造業：52　非製造業：47　不明：1）
※海外貿易をしている企業のみ
自社独自での貿易
商社を介しての
貿易
貿易代行サービス
を介しての貿易
その他 不明
全体 42.0 40.0 10.0 7.0 1.0 
製造業 25.0 55.8 11.5 7.7 0.0
非製造業 59.6 23.4 8.5 6.4 2.1 
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グローバル化に向けた取組状況に関連し，海外拠点の設置状況を「設置している」「設置する予定」「予
定なし」の3択で回答してもらっている。海外拠点については，生産拠点，販売拠点，研究開発拠点，地
域統括拠点のすべてにおいて「設置している」「設置する予定」との回答はごくわずかであった（表7）。
この傾向は業種間においても明確な差は確認されなかった。帝国データバンクが2011年に実施した『海外
進出に対する企業の意識調査』では，2011年度に海外進出（拠点設置など）した企業は約10％となってお
り，その結果と比較しても低い値となっている。
表7．拠点の設置状況（単位：％）
　
全体
（N=437）
製造業
（N=126）
非製造業
（N=305）
　 設置 設置予定 設置 設置予定 設置 設置予定
生産拠点 3.4 1.1 4.8 2.4 3.0 0.7
販売拠点 3.4 1.8 2.4 1.6 3.9 2.0
研究開発拠点 0.2 0.5 0.8 0.8 0.0 0.3
地域統括拠点 1.4 0.7 0.8 0.8 1.6 0.7
※業種不明：6
（2） 海外取引を行っている国
「現在，海外取引を行っている国」「将来，海外進出先として考えている国」を複数選択形式で回答して
もらっている（表8）。現在，海外取引を行っている国としては，「中国」が13.3％で最も多く，次いで「台
湾（8.7％）」「アメリカ（8.2％）」「韓国（8.0％）」の順番（表8）。将来，海外進出先として考えている国
としては，「中国」「アメリカ」がともに5.0％。ただし，製造業では「アメリカ（9.5％）」に次いで「タイ
（7.9％）」の順番であり，「中国」は3番目となっている。特に「タイ」が多いのは，進出企業に対する数
年の法人税免除，工業団地の存在など，特に製造業にとっては進出しやすい国となっているためであろう。
表8．取引している国・進出を考えている国（単位：％）
N=437（製造業：52　非製造業：47　不明：1）
　 　
中国
アメリカ
韓国 台湾 香港 タイ シンガポール
オースト
 
ラリア ドイツ その他
取引してい
る国
全体 13.3 8.2 8.0 8.7 5.7 5.9 5.7 2.7 1.8 10.3
製造業 19.8 16.7 11.1 12.7 8.7 9.5 10.3 5.6 2.4 15.9
非製造業 10.5 4.9 6.9 6.9 4.6 4.3 3.9 1.6 1.6 7.9
進出を考え
ている国
全体 5.0 5.0 2.3 3.4 3.2 3.0 3.2 1.4 0.7 6.2 
製造業 4.8 9.5 2.4 4.8 4.8 7.9 4.0 2.4 0.8 11.1 
非製造業 5.2 3.3 2.3 3.0 2.6 1.0 3.0 1.0 0.7 4.3 
（3） 経営のグローバル化に向けた取り組み内容
経営のグローバル化に向けた取り組みに関して，「行っている」「行う予定である」「行う予定はない」
の3択で回答してもらっている。行っている取り組みについては，「外国人の積極的な雇用」が10.8％で突
出している（表9）。
行う予定の取り組みとしては，「海外に通用する製品・サービスの創出（14.9％）」「グローバル視点で
の経営理念・ビジョンの徹底（11.9％）」「語学習得の奨励（10.5％）」の割合が高い。この傾向は業種別で
も同様であるが，非製造業では「海外に通用する製品・サービスの創造」のみが10％を超えている一方，
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製造業に関しては，「語学研修の実施」「語学習得の奨励」「グローバル視点での経営理念・ビジョンの徹底」
「外国人対応マニュアルなどの作成」も10％を超えており，特に語学力に関して取り組み強化の傾向が見
られる。
表9．グローバル化への取り組み（単位：％）
　
全体
（N=437）
製造業
（N=126）
非製造業
（N=305）
　
行って
いる
行う
予定
行って
いる
行う
予定
行って
いる
行う
予定
外国人の積極的な雇用 10.8 5.9 14.3 6.3 9.2 5.9 
海外勤務の促進 3.0 4.1 2.4 6.3 3.6 3.6 
語学研修の実施 3.7 6.9 4.0 11.9 3.6 4.9 
語学習得の奨励 4.3 10.5 5.6 15.9 3.9 8.5 
海外研修の実施 4.1 5.3 3.2 9.5 4.6 3.6 
海外留学制度（社内留学制度）の設置 0.5 1.8 0.0 2.6 0.7 1.6 
外国人対応マニュアルなどの作成 3.0 8.0 1.6 11.9 3.6 6.6 
海外に通用する製品・サービスの創出 5.9 14.9 7.1 26.2 5.6 10.5 
グローバル視点での経営理念・ビジョンの徹底 5.0 11.9 5.6 19.0 4.9 9.2 
※業種不明：6
（4） グローバル化に向けた人事戦略
グローバル化に向けた人事戦略に関して，「経営のグローバル化を進めるつもりはない」との回答が約3
割（39.5％）である一方，「特に方針はない」が約6割（55.1％）に上っている（表10）。つまり，グローバ
ル化を進めるつもりはあるが，その人事戦略については明確な方針が定まっていない企業が大半という状
況である。この傾向は業種別でも大きな差は見られなかった。
表10．グローバル化を進めるための人事戦略（単位：％）
N=437（製造業：126　非製造業：305　不明：6）
　
採用の多国
籍化を進め
る
国籍を問わ
ず，有能な
人材を幹部
等に登用す
る
海外拠点を
含めた共通
の人事制度
に改組する
海外赴任を
前提とした
日本人の採
用・育成を
拡充する
その他
特に方針は
ない
経 営 の グ
ローバル化
を進めるつ
もりはない
不明
全体 2.5 4.8 0.7 3.4 3.0 55.1 29.5 7.3 
製造業 3.2 6.3 0.0 4.0 5.6 61.1 19.8 5.6 
非製造業 2.3 4.3 1.0 3.3 2.0 52.5 34.1 7.5 
3-2-3.	 グローバル人材に対するニーズ
（1） グローバル人材の必要性
グローバル人材の必要性については，「必要である」が9.6％，「将来的に必要である」が20.4％であり，
トータルで30.0％が必要性を感じていると回答している（図2）。茨城県企画部（2011）が実施した「県内
企業におけるグローバル人材像と県内大学における人材育成に関する調査研究」でも，回答企業に対して
同様の質問がなされており，「必要＋将来的に必要」との回答は60.5％となっている。今回の鹿児島県を
対象とした調査では，少なくとも茨城県内の企業と比較するとかなり低い値となっており，鹿児島県内企
業のグローバル化の進展はまだこれからであろう。業種別でみると「必要＋将来的に必要」は，製造業で
40.5％，非製造業で25.9％であり，業種間で大きな差が見られる。特に非製造業では「必要だと思わない」
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との回答が37.0％で高い割合となっている。
0 20 40 60 80 100
不明わからない必要だと思わない
将来的に必要である必要である
非製造業
製造業
全体 9.6
9.2 16.7 37.0 29.5 7.5
11.1 29.4 24.6 24.6 10.3
20.4 33.6 27.7 8.7
％
図2.	グローバル人材の必要性（単位：％）N=437（製造業：126　非製造業：305　不明：6）
（2） グローバル人材に求める能力や特性
グローバル人材に求められる能力や特性に関して，それぞれの項目に対して『非常に重要である』から
『まったく重要ではない』まで5段階で回答してもらった。『非常に重要』と考えられる項目については，「責
任感・使命感」が63.4％で最も多く，次いで「協調性（58.0％）」「コミュニケーション能力（56.5％）」「チャ
レンジ精神（53.4％）」の順番となっており，「語学力」以上にグローバルに仕事をしていく上での基本的
能力が求められているようである（表11）。これを業種別にみると，製造業では「責任感・使命感（68.6％）」
「コミュニケーション能力（62.0％）」「協調性（54.9％）」，非製造業では「協調性（60.8％）」「責任感・使
命感（60.3％）」「チャレンジ精神（57.0％）」の順番となっている。特に「チャレンジ精神」に関しては，
非製造業が製造業を約10ポイント上回っている。
表11．グローバル人材に求める能力や特性（「非常に重要」	単位：％）※グローバル人材に関して「必要
である」「将来的に必要である」と回答した企業のみ
N=131（製造業：51　非製造業：79　不明：1）
　 語学力
コミュニ
ケーショ
ン能力
主体性・
積極性
チャレン
ジ精神
協調性
責任感・
使命感
異文化に
対する理
解
日本人とし
てのアイデ
ンティティ
全体 50.4 56.5 48.9 53.4 58.0 63.4 37.4 33.6 
製造業 52.9 60.8 43.1 49.0 54.9 68.6 33.3 31.4 
非製造業 49.4 54.4 53.2 57.0 60.8 60.3 40.5 35.4 
（3） 業務に必要となる言語・英語力
業務に必要となる言語を複数選択形式で回答してもらった。取引をしている国に関しては中国が突出し
ていたが，業務に必要となる言語は「英語」が95.4％で突出している（表12）。次いで「中国語」49.6％，「韓
国語」17.6％の順番となっている。業種別でこの傾向に差は見られない。
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表12．業務に必要となる言語（単位：％）※グローバル人材に関して「必要である」「将来的に必要であ
る」と回答した企業のみ
N=131（製造業：51　非製造業：79　不明：1）
　 英語 中国語 韓国語 その他 不明
全体 95.4 49.6 17.6 11.5 0.8 
製造業 94.1 47.1 13.7 5.9 2.0 
非製造業 96.2 50.6 20.3 15.2 0.0 
一方，グローバル人材に求められる英語力の程度については，「日常生活会話レベル」「業務上の文書・
会話レベル」がともに32.1％で最も多くなっている（表13）。これを業種別にみると，製造業は「業務上
の文書・会話レベル（39.2％）」，非製造業は「日常生活会話レベル（38.0％）」がそれぞれ最も多くなって
おり，製造業の方が求める語学力レベルの方が高くなっている。
表13．業務に必要となる英語力（単位：％）※グローバル人材に関して「必要である」「将来的に必要で
ある」と回答した企業のみ
N=131（製造業：51　非製造業：79　不明：1）
　
海外旅行会
話レベル
日常生活会
話レベル
業務上の文
書・会話レ
ベル
二 者 間 折
衝・交渉レ
ベル
多数者間折
衝・交渉レ
ベル
特に求めな
い
不明
全体 2.3 32.1 32.1 21.4 9.9 1.5 0.8 
製造業 2.0 23.5 39.2 25.5 7.8 0.0 2.0 
非製造業 2.5 38.0 27.8 17.7 11.4 2.5 0.0 
（4） グローバル人材確保の手段
グローバル人材確保のために考えている手段について質問している。確保手段については，「日本人大
学生の採用」が37.4％で最も多く，「海外赴任経験者等の中途採用（24.4％）」「外国人留学生等の採用
（22.1％）」の順番となっている（表14）。この傾向に業種間の差はないが，「海外赴任経験者等の中途採用」
では製造業，非製造業では「日本人大学生の採用」の割合が相対的に高くなっている点に特徴が見られる。
表14．グローバル人材確保の手段（単位：％）※グローバル人材に関して「必要である」「将来的に必要
である」と回答した企業のみ
N=131（製造業：51　非製造業：79　不明：1）
　
日本人大学
生の採用
外国人留学
生等の採用
海外赴任経
験者等の中
途採用
海外展開先
での現地採
用
その他
特に考えて
いない
不明
全体 37.4 22.1 24.4 14.5 3.1 29.0 1.5 
製造業 31.4 19.6 29.4 15.7 2.0 31.4 0.0 
非製造業 40.5 24.1 20.3 13.9 3.8 27.8 2.5 
3-2-4.	 グローバル人材育成に向けた大学教育への期待
（1） 大学におけるグローバル人材育成教育に対する期待度
大学におけるグローバル人材育成教育について，5段階で期待度を回答してもらった。「かなり期待して
いる」が6.4％，「やや期待している」が24.5％で，両項目を合わせた『かなり期待＋やや期待』は30.9％
となっている（図3）。これを業種別にみると「かなり期待＋やや期待」は，製造業では36.5％，非製造業
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は29.2％であり，製造業の方が期待度は高い。
いずれにしても，期待をするという企業の比率は全体的に低く，現状では高い期待は持たれていないと
いうのが実情のようである。産経新聞社と駿河台教育研究所（2012）は，大学と企業の両方を対象に「時
代が求める人材像に関する調査」を実施している。この調査では，『重視すべきと考える能力を持った人
材の育成に，大学教育は対応しているか』といった質問をしており，大学側は「対応できている」との回
答は約8割であったのに対して，企業側は「対応できていない」との回答が約8割となっており，大学と企
業間で大きな意識差があることが示されている。ごく最近まで，大学側が企業側のニーズをうまく捉えず，
いわゆるプロダクトアウト的思考であったという点が（もしくは，プロダクトアウト的思考であるという
イメージが），本調査における期待度の低さに繋がっていると言えよう。
0 20 40 60 80 100
不明まったく期待していない
あまり期待していないどちらでもない
やや期待しているかなり期待している
非製造業
製造業
全体
%
6.4
6.6 22.6 44.3 11.5 7.97.2
6.3 30.2 38.9 8.7 7.9 7.9
24.5 43.0 10.5 7.3 8.2
図3．大学におけるグローバル人材育成教育に対する期待度（単位：％）
（2） 大学在学中に体験して欲しいこと
大学在学中に『体験して欲しい』ことについて，「必ず体験して欲しい」「出来れば体験して欲しい」「特
に体験する必要はない」「わからない」の4択で回答してもらった。必ず体験して欲しいこと（「必ず体験
して欲しい」と「できれば体験して欲しい」の合計）は，「国内でのボランティア」が54.7％で最も多く，
次いで「国内でのインターンシップ（50.3％）」「短期の海外留学（43.9％）」となっている（表15）。これ
を業種別にみると，製造業では「長期の海外留学」「海外でのインターンシップ」が，非製造業を10ポイ
ント以上上回っており，製造業の方が海外体験をより強く期待していることがわかる。
表15．大学在学中に体験して欲しいこと（「必ず＋できれば」	単位：％）
N=437（製造業：126　非製造業：305　不明：6）
　
長期の海外留
学
短期の海外留
学
海外でのイン
ターンシップ
海外でのボラ
ンティア
国内でのイン
ターンシップ
国内でのボラ
ンティア
全体 33.2 43.9 33.9 32.3 50.3 54.7
製造業 42.1 46.0 41.3 38.9 53.2 56.3
非製造業 29.8 43.6 31.5 30.2 49.8 54.4
（3） グローバル人材の育成に向けて重視する大学の取組
グローバル人材の育成に向けて重視する大学の取組について，項目ごとに『非常に重要である』から
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『まったく重要ではない』まで5段階で回答してもらった。『重視する』（「非常に重要」と「やや重要」の
合計）取り組みについては，「教員と学生との質疑応答が積極的に行われる授業の実施」が54.4％で最も
多く，次いで「課題を提示した学生によるグループワークの実施（53.8％）」，「英検や TOEIC の成績向上
（52.7％）」，「ディベート（討論）を取り入れた授業の実施（52.4％）」，「卒業において一定以上の語学単位
修得を要件とすること（50.5％）」，「日本の文化や歴史をテーマとする授業の実施（50.3％）」となっており，
これら6項目については半数を超えている（表16）。一方，業種別で見ると，製造業は「卒業において一定
以上の語学単位修得を要件とすること」「英検や TOEIC の成績向上」「外国語（特に英語）で行う授業を
増やすこと」の順番，非製造業は「教員と学生との質疑応答が積極的に行われる授業の実施」「課題を提
示した学生によるグループワークの実施」「ディベート（討論）を取り入れた授業の実施」の順番となっ
ており，製造業は語学習得を中心とした教育，非製造業は主体性等の習得を中心とした教育への期待度が
高い。
表16．グローバル人材の育成に向けて重視する大学の取り組み（単位：％）
N=437（製造業：126　非製造業：305　不明：6）
　 全体 製造業 非製造業
海外からの留学生の受入拡大 36.9 38.9 36.7 
卒業において一定以上の語学単位修得を要件とすること 50.5 59.5 47.2 
英検や TOEIC の成績向上 52.7 60.3 50.1
外国語（特に英語）で行う授業を増やすこと 48.7 55.5 46.2 
入学試験で英語力を重視すること 28.3 29.4 28.6 
教員と学生との質疑応答が積極的に行われる授業の実施 54.4 54.8 54.7 
ディベート（討論）を取り入れた授業の実施 52.4 53.9 52.1 
課題を提示した学生によるグループワークの実施 53.8 53.2 54.1 
企業実務者等から学ぶカリキュラムの実施 49.2 52.4 48.2 
海外留学の促進 39.6 41.3 39.7 
国内インターンシップの促進 45.8 50.0 44.6 
海外インターンシップの促進 33.6 37.3 32.7 
国内でのボランティア活動や地域活動への参加の促進 49.7 50.0 50.2 
海外でのボランティア活動への参加の促進 30.6 31.8 30.8 
日本の文化や歴史をテーマとする授業の実施 50.3 55.6 48.5 
次に『グローバル人材の育成に向けて重視する大学の取り組み』に関して，因子分析（主因子法：バリ
マックス回転）を行った。因子分析の結果を表17に示す。因子分析の結果，固有値が1以上となったのは2
因子であった。因子1は「外国語（特に英語）で行う授業を増やすこと」「英検や TOEIC の成績向上」「卒
業において一定以上の語学単位修得を要件とすること」等から構成されている。一方，因子2は「国内で
のボランティア活動や地域活動への参加の促進」「国内インターンシップの促進」「課題を提示した学生に
よるグループワークの実施」等から構成されている。そのため，因子1については語学力習得ニーズ，因
子2は主体性・協調性習得ニーズと名付けた。
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表17．因子負荷量行列（回転後）
変　数
因子1
（ 語 学 力 習 得
ニーズ）
因子2
（主体性・協調
性習得ニーズ）
外国語（特に英語）で行う授業を増やすこと 0.798 0.366 
英検や TOEIC の成績向上 0.793 0.307 
卒業において一定以上の語学単位修得を要件とすること 0.775 0.316 
海外留学の促進 0.706 0.389 
入学試験で英語力を重視すること 0.699 0.286 
海外インターンシップの促進 0.624 0.521 
海外からの留学生の受入拡大 0.610 0.402 
国内でのボランティア活動や地域活動への参加の促進 0.161 0.753 
国内インターンシップの促進 0.343 0.712 
課題を提示した学生によるグループワークの実施 0.406 0.706 
企業実務者等から学ぶカリキュラムの実施 0.432 0.682 
ディベート（討論）を取り入れた授業の実施 0.533 0.649 
日本の文化や歴史をテーマとする授業の実施 0.383 0.630 
教員と学生との質疑応答が積極的に行われる授業の実施 0.570 0.617 
海外でのボランティア活動への参加の促進 0.524 0.596 
固有値 5.139 4.586 
寄与率 0.343 0.306 
累積寄与率 0.343 0.648 
グローバル人材の育成に向けて重視する大学の取り組みに関して，因子分析の結果，2つの因子が抽出
された。大学教育としては，いずれの取り組みも重要であることは当然である。しかし，両者を比較した
場合，どちらの取り組みにウェイトが置かれるべきだろうか。この点を明らかにするために，大学におけ
るグローバル人材育成教育に対する期待度と，グローバル人材育成に向けての取り組みに関する2つの因
子間の相関係数を算出した（表18・表19）。相関係数の値は，期待度と語学力習得ニーズ間は0.45，期待
度と主体性・協調性習得ニーズ間は0.26となっている。したがって，大学のグローバル人材育成教育に対
する期待度が高い企業ほど，「主体性・協調性習得」よりも，「語学力習得」を重視しているとの解釈が可
能である。グローバル人材に対するニーズに対応していくには，語学力強化の取り組みに重点を置いてい
く必要があるだろう。
表18．相関係数
単相関 語学力習得ニーズ
主体性・協調性習得
ニーズ
期待度
語学力習得ニーズ 1.00 
主体性・協調性習得
ニーズ
0.15 1.00 
期待度 0.45 0.26 1.00 
表19．無相関の検定［判定（*:5%	**:1%）］
　 語学力習得ニーズ
主体性・協調性習得
ニーズ
期待度
語学力習得ニーズ ―  
主体性・協調性習得
ニーズ
** ―
期待度 ** ** ―
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4.	 回答企業のセグメンテーション
本節では，セグメンテーション（市場細分化）の考え方を取り入れ，回答企業のグループ化を試みる。
市場はニーズや特徴が類似した，いくつかの消費者グループで構成されている。企業は全ての消費者ニー
ズに対応した製品・サービスを提供することは出来ない。そのため，市場がどのような消費者グループで
構成されているのかを調べ（セグメンテーション），製品・サービスのターゲットとするセグメントを定
める。この考え方は，消費者だけではなく企業にも当てはめることが出来るはずだ。企業もニーズや特徴
の似た，いくつかのセグメントで構成されているはずである。これらのセグメントを明らかにすることで，
鹿児島県内において，どのような企業がグローバル人材に対する強いニーズを持っているのかを明確化す
ることが出来る。
回答企業のグループ化にあたっては，「業種」「新卒の採用状況」「会社規模」「海外貿易の有無」「グロー
バル人材の必要性」「大学教育に対する期待」を基準とすることにした。これらの設問は質的データであ
るため，まず，数量化理論Ⅲ類を適用して数量化する。数量化理論Ⅲ類の結果を表20に示す。
表20．固有値
　 固有値 寄与率 累積寄与率 相関係数
第1軸 0.3202 25.78% 25.78% 0.5659
第2軸 0.2263 18.22% 44.00% 0.4757
第3軸 0.1764 14.20% 58.21% 0.4200
第4軸 0.1576 12.69% 70.89% 0.3970
第5軸 0.1348 10.86% 81.75% 0.3672
第6軸 0.1143 9.20% 90.95% 0.3381
第7軸 0.0775 6.24% 97.19% 0.2783
第8軸 0.0202 1.63% 98.81% 0.1422
第9軸 0.0075 0.60% 99.42% 0.0865
第10軸 0.0055 0.44% 99.86% 0.0739
説明力を示す累積寄与率は5軸で80％を超える。そのため，数量化理論Ⅲ類により算出された第1軸から
第5軸までのサンプルスコアを用いてクラスター分析（k-mean 法）を行った。クラスター分析の結果，6
つのクラスターが作成された。各クラスターの特徴を表21・表22に示す。
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因子分析から得られた因子得点を用い，クラスター分析から得られた各クラスターの位置関係を図4に
示す。横軸は語学力習得ニーズの強さ，縦軸は主体性・協調性習得ニーズの強さを意味する。また，バブ
ル内に記載の比率は，グループ規模（構成比率）である。
－0.15
－0.05
0
0.05
0.1
0.15
14.2％
ＣＬＳ1
29.0％
ＣＬＳ2
11.1％
ＣＬＳ3
10.4％
ＣＬＳ4
19.3％
ＣＬＳ5
16.0％
ＣＬＳ6
（因子1）語学力習得
会社規模：中
業種：製造業中心
海外取引：多（中国・台湾・韓国）
グローバル人材へのニーズ：高
求める能力：業務上の会話レベル
人材確保手段：中途採用
大学教育への期待：高
会社規模：大
業種：非製造業中心（卸・小売多め）
海外取引：やや少（中国・韓国）
グローバル人材へのニーズ：中
求める能力：日常会話レベル
人材確保手段：日本人学生
大学教育への期待：高
会社規模：大
業種：製造業中心
海外取引：多（中国・アメリカ）
グローバル人材へのニーズ：中
求める能力：業務上の会話レベル
人材確保手段：日本人学生
大学教育への期待：低
会社規模：小
業種：非製造業中心（卸・小売多め）
海外取引：少（中国・アメリカ）
グローバル人材へのニーズ：中
大学教育への期待：低
会社規模：中
業種：非製造業中心（建設業多め）
海外取引：少（アメリカ・韓国）
グローバル人材へのニーズ：低
大学教育への期待：低
会社規模：大
業種：やや製造業多い
海外取引：少（中国・台湾）
グローバル人材へのニーズ：低
大学教育への期待：中
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図4．各クラスターの位置づけ
クラスター1（構成比率：14.2％）
製造業の中規模企業が主となっているグループである。海外取引も多く，グローバル化に向けて積極的
な取り組みを行っている。グローバル人材へのニーズは高く，英語力に関しては，業務上の文書・会話レ
ベルを求めている。グローバル人材は中途採用を考えているが，大学教育に対しては期待度が高い。大学
教育に対しては，語学力習得とともに主体性・協調性習得といった，グローバル人材としての要素を全般
的に習得できるような教育を期待している。
クラスター2（構成比率：29.0％）
非製造業の小規模企業が主となっているグループである。海外取引はほとんど行っておらず，グローバ
ル化に向けての取り組みもほとんど行っていない。グローバル人材へのニーズは低く，大学教育への期待
度も低い。
クラスター3（構成比率：11.1％）
製造業の大規模企業が主となっているグループである。海外取引を行っており，グローバル化に向けて
積極的な取り組みを行っている。グローバル人材へのニーズは高く，英語力に関しては，業務上の文書・
会話レベルを求めており，日本人学生からグローバル人材を確保しようと考えている。大学教育に対する
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期待度はそれほど高いわけではないが，語学力を習得できるような教育を期待している。
クラスター4（構成比率：10.4％）
製造業がやや多く，大規模企業が主となっているグループである。海外取引はほとんど行っておらず，
グローバル化に向けての取り組みもほとんど行っていないため，グローバル人材へのニーズは低い。大学
教育に対する期待度は中程度。具体的な大学教育に対しては，語学力よりも主体性・協調性習得を期待し
ている。
クラスター5（構成比率：19.3％）
非製造業（卸・小売中心）の大規模企業が主となっているグループである。海外取引を行っており，グ
ローバル化に向けて積極的な取り組みを行っている。グローバル人材へのニーズは高いが，業務に必要な
英語は日常会話レベルであり，求めている英語力のハードルは若干低い。日本人学生からグローバル人材
を確保しようと考えており，大学教育に対する期待度は高い。クラスター1と同様，大学教育に対しては，
語学力習得とともに主体性・協調性習得といった，グローバル人材としての要素を全般的に習得できるよ
うな教育を期待している。
クラスター6（構成比率：16.0％）
非製造業が多く（建設業が多め），中規模企業が主となっているグループである。海外取引はほとんど
行っておらず，グローバル化に向けての取り組みもほとんど行っていない。グローバル人材へのニーズは
低く，大学教育への期待度も低い。
5.	 まとめ
本稿では，鹿児島県内の企業を対象に，グローバル化の状況とグローバル人材へのニーズ及び，大学教
育へのニーズの把握を目的としてアンケート調査を実施した。経営のグローバル化に向けた取り組み状況
に関しては，製造業と非製造業を比較すると，相対的に製造業の方が取り組みは進んでおり，グローバル
人材に対するニーズも高い。全体的な水準で言えば，現在のところグローバル人材を必要としている企業
は少ないが，今後，グローバル化を進めるつもりはないという企業も少ない点を踏まえると，鹿児島県内
企業の本格的なグローバル化はこれからであろう。
今後のグローバル化に向けた人事戦略については，ほとんどの企業が明確な方針は定まっていないが，
製造業も非製造業も，日本人学生からグローバル人材の採用を考えているとしている。その点で，大学が
グローバル人材の育成に担う役割は大きい。グローバル人材に求める能力や特性については「協調性」「コ
ミュニケーション能力」「チャレンジ精神」「語学力」の順番であり，語学力以上にグローバルに仕事をし
ていく上での基本的能力が求められている。ただし，大学の教育に対しては，グローバル人材育成教育に
対する期待度が高い企業ほど，語学力習得に関する教育を大学側に求めており，企業側の大学に対する
ニーズという観点から言えば，大学としては語学力強化の取り組みに重点を置いていく必要があるだろ
う。求められる言語については，「英語」が突出している。また，求められる英語力については，製造業
は「業務上の文書・会話レベル」，非製造業は「日常生活会話レベル」となっている。
また本稿では，セグメンテーションの考え方を取り入れ，回答企業のグループ化を試みた。クラスター
分析の結果，6つのグループが抽出されたが，特にグローバル人材育成に関する大学教育への期待度が高
かったのは，製造業の中規模企業が主となっているグループと，非製造業（卸・小売中心）の大規模企業
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が主となっているグループであった。前者のグループの構成比率は約15％。海外取引も多く，グローバル
化に向けて積極的な取り組みを行っている。求められる英語力は，業務上の文書・会話レベルであり，現
在のところ中途採用でグローバル人材の確保を考えている。一方，後者のグループの構成比率は約20％。
卸・小売業が中心で，求める英語力は日常会話レベルであり，日本人学生からグローバル人材の確保を考
えている。大学におけるグローバル人材育成に関して言えば，これら2つのグループに属する企業から，
インタビュー等で詳細をヒアリングすることで，より適切なニーズ対応が可能になると考える。
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